
大和市告示第６４号 

大和市生活支援ロボット研究開発促進事業補助金交付要綱の一部を改正する要綱を次のように

定める。 

平成２７年３月３１日 

                      大和市長 大 木  哲   

 

大和市生活支援ロボット研究開発促進事業補助金交付要綱の一部を改正する要綱 

大和市生活支援ロボット研究開発促進事業補助金交付要綱（平成２６年大和市告示第１８１号）

の一部を次のように改正する。 

第２条に次の２号を加える。 

(4) 生産設備 法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第１３条第３号に規定する機械及

び装置であって、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）

別表第２に規定するものをいう。 

(5) 共同研究組織 市内に事業所を置く複数の中小企業者等により組織され、生活支援ロボッ

トに関する研究、開発等を行う組織をいう。 

第３条を次のように改める。 

（補助の対象） 

第３条 補助の対象となる事業（以下「補助事業」という。）、補助対象者等は、別表第１のと

おりとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、補助対象者が、国、他の地方公共団体その他の公共団体、公共的

団体若しくは本市から補助事業に係る他の補助金等を受け、又は受けることが見込まれる場合

は、当該補助金等の額を除いた部分を補助の対象とする。 

 第４条及び第５条を削る。 

 第６条中第４号を第５号とし、第３号の次に次の１号を加え、同条を第４条とする。 

(4) 申請者の組織内容が確認できる書面（共同研究組織が申請する場合に限る。） 

第７条中「大和市生活支援ロボット研究開発促進事業補助金交付決定通知書」の次に「（以下

「交付決定通知書」という。）」を加え、同条を第５条とする。 

第８条を第６条とし、第９条を第７条とし、同条の次に次の１条を加える。 

（補助金の交付） 

第８条 補助金は、交付決定通知書に基づく正当な請求書を受理した日から３０日以内に交付す

るものとする。ただし、生活支援ロボット関連設備導入事業に係る補助金については、当該補



助事業が申請のとおり完了したことを確認した後に提出される正当な請求書を受理した日から

３０日以内に交付するものとする。 

２ 補助金の交付は、同一年度内において１補助事業につき１補助対象者当たり１回限りとする。 

第１０条中「別表」を「別表第２」に改め、同条を第９条とし、第１１条を第１０条とする。 

別表中「第１０条関係」を「第９条関係」に改め、同表関係条文の欄を次のように改め、同表

を別表第２とする。 

関係条文 

第４条 

第４条 

第４条 

第４条 

第５条及び第８条 

第６条 

第６条 

第７条 

第７条 

附則の次に次の１表を加える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表第１（第３条関係）  

補助事業 補助対象者 補助対象経費 補助金の額 

生活支援

ロボット

研究開発

事業 

次に掲げる要件を全て満たす中小企業

者とする。 

 (1) 市内に事業所を有し、かつ、市

内で１年以上継続して同一事業を

営んでいること。 

 (2) 本市の市税等に滞納がないこ

と。ただし、滞納があっても既に

分割等で納付履行中の者又は分割

納付誓約書を提出した者は、この

限りでない。 

 (3) 大和市暴力団排除条例（平成

２３年大和市条例第４号）第２条

第２号に規定する暴力団又は同条

第３号に規定する暴力団員に該当

しないこと（中小企業者が法人で

ある場合は、当該法人の役員に暴

力団員がいないことを含む。）。 

 (4) 神奈川版オープンイノベーショ

ンに参加し、かつ、応用開発ステ

ージ等で採用された技術等を持つ

こと。 

生活支援ロボットの

研究開発に要する経

費のうち、当該年度

内に補助対象者が支

払った次に掲げる費

用とする。 

(1) 調査研究費用 

(2) 実証実験費用 

(3) 原材料費用 

(4) 設計費用 

(5) 加工製造費用 

(6) その他市長が

認めた費用 

補助対象経費の３分

の１の額以内とし、

３００，０００円を限

度とする。 

生活支援

ロボット

関連設備

導入事業 

次に掲げる要件を全て満たす中小企業

者とする。 

 (1) 市内に事業所を有し、かつ、市

内で１年以上継続して同一事業を

営んでいること。 

 (2) 本市の市税等に滞納がないこ

と。ただし、滞納があっても既に 

生活支援ロボットの

研究開発に関する

５，０００，０００円以

上の生産設備の導入

に要する経費のう

ち、当該年度内に補

助対象者が支払った 

補助対象経費の額以

内とし、５００，０００

円を限度とする。 



備考 この表の規定により算出した補助金の額に１，０００円未満の端数があるときは、これ

を切り捨てた額とする。 

 

 

 

 

 分割等で納付履行中の者又は分割

納付誓約書を提出した者は、この

限りでない。 

 (3) 大和市暴力団排除条例第２条第

２号に規定する暴力団又は同条第

３号に規定する暴力団員に該当し

ないこと（中小企業者が法人であ

る場合は、当該法人の役員に暴力

団員がいないことを含む。）。 

 (4) 神奈川版オープンイノベーショ

ンに参加していること。 

費用とする。  

生活支援

ロボット

共同研究

開発事業 

次に掲げる要件を全て満たす共同研究

組織とする。 

(1) 規約等を定めていること。 

(2) 役員等が選任されていること。 

(3) 構成員名簿を備えていること。 

(4) 事業計画書及び収支予算書を作

成していること。 

(5) 構成員の中小企業者等が、大和

市暴力団排除条例第２条第２号に

規定する暴力団又は同条第３号に

規定する暴力団員に該当しないこ

と（中小企業者等が法人である場

合は、当該法人の役員に暴力団員

がいないことを含む。）。 

生活支援ロボットの

研究開発に要する経

費のうち、当該年度

内に補助対象者が支

払った次に掲げる費

用とする。 

(1) 調査研究費用 

(2) 実証実験費用 

(3) 原材料費用 

(4) 設計費用 

(5) 加工製造費用 

(6) 普及啓発費用 

(7) その他市長が

認めた費用 

 



附 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

 

 


